
（様式６） 
判断基準が法令の定めに言い尽くされている場合の当該法令の規定 

 
処分基準（不利益処分関係） 
 

資料番号 １８ 担当課 県民生活課 

法令名 消費生活協同組合法 根拠条項 
94 の２‐2､
4､5 

不利益処

分の種類 

共済事業等に係る監督処

分 

○消費生活協同組合法（昭和23年法律第200号） 

 
（共済事業等に係る監督上の処分） 

第94条の２ 行政庁は、共済事業を行う組合の業務若しくは財産の状況に照らして、又は事情の

変更により、共済事業を行う組合の業務の健全かつ適切な運営を確保し、共済契約者等の保護
を図るため必要があると認めるときは、当該組合に対し、その必要の限度において、定款若し

くは規約に定めた事項の変更又は業務執行の方法の変更を命ずることができる。 
２ 行政庁は、共済事業を行う組合の業務若しくは財産又は共済事業を行う組合及びその子会社

等の財産の状況に照らして、当該組合の業務の健全かつ適切な運営を確保し、共済契約者等の

保護を図るため必要があると認めるときは、当該組合に対し、措置を講ずべき事項及び期限を
示して、経営の健全性を確保するための改善計画の提出を求め、若しくは提出された改善計画

の変更を命じ、又はその必要の限度において、期限を付して当該組合の業務の全部若しくは一
部の停止を命じ、若しくは財産の供託を命じ、若しくは財産の処分を禁止し、若しくは制限し、

その他監督上必要な命令をすることができる。 
３ 前項の規定による命令（改善計画の提出を求めることを含む。）であつて、共済事業を行う組
合の共済金等の支払能力の充実の状況によつて必要があると認めるときにするものは、これら

の組合の共済金等の支払能力の充実の状況に係る区分に応じ厚生労働省令で定めるものでなけ
ればならない。 

４ 行政庁は、共済事業を行う組合の財産の状況が著しく悪化し、共済事業を継続することが共

済契約者等の保護の見地から適当でないと認めるときは、当該組合の第40条第５項の認可を取
り消すことができる。 

５ 行政庁は、共済を図る事業を行う組合が法令若しくは法令に基づいてする行政庁の処分若し
くは定款若しくは規約に定めた事項のうち特に重要なものに違反したとき、又は公益を害する

行為をしたときは、当該組合の業務の全部若しくは一部の停止若しくは役員の解任を命じ、又

は第40条第５項若しくは第６項の認可を取り消すことができる。 
 
 
≪参考≫ 
○消費生活協同組合法（昭和23年法律第200号） 

 
（総会の議決事項） 

第40条１～４（略） 
５ 第26条の３第1項に規定する規約の設定、変更又は廃止は、行政庁の認可を受けなければ、

その効力を生じない。 

６ 第26条の４に規定する規約の設定、変更又は廃止は、行政庁の認可を受けなければ、その効
力を生じない。 

７・８（略） 
 
 



（様式６） 
判断基準が法令の定めに言い尽くされている場合の当該法令の規定 

 
処分基準（不利益処分関係） 
 

資料番号 １８ 担当課 県民生活課 

法令名 消費生活協同組合法 根拠条項 
94 の２‐2､
4､5 

不利益処

分の種類 

共済事業等に係る監督処

分 

（共済事業規約） 

第26条の３ 組合は、共済事業を行おうとするときは、規約で、共済事業の種類ごとに、その実
施方法、共済契約並びに共済掛金及び責任準備金の額の算出方法に関して厚生労働省令で定め

る事項を定めなければならない。 
２ 組合が責任共済又は責任共済の契約によつて負う共済責任の再共済（「責任共済等」という。）
の事業を行おうとする場合における前項の規定の適用については、同項中「共済事業の種類ご

とに、その実施方法、共済契約並びに共済掛金及び責任準備金」とあるのは、「その実施方法、
共済契約及び共済掛金」とする。 

（貸付事業規約） 
第26条の４ 組合は、貸付事業を行おうとするときは、規約で、その実施方法及び貸付けの

契約に関して厚生労働省令で定める事項を定めなければならない。 

 

 


